
平成22年度高齢者等居住安定化推進事業 選定事例 

NAGAYA TOWER PROJECT ／ 個人

 ホスピス等を運営する医療法人理事長が、地方都市の中心市街地において、診療所・介護サービ
ス施設・保育園等を併設した高齢者・障害者・学生等多様な世帯を対象とした賃貸住宅を供給し、入

NAGAYA TOWER PROJECT           ／ 個人 

帯 象 賃貸 、
居者が相互扶助を実現する場を提供しようとするもの。 

■事業予定地   鹿児島県鹿児島市 

■予定事業期間  平成22年度～平成23年度 

11F 

共同住宅57戸 
うち、 
高齢者（単身）  21戸 
高齢者 4戸

｜
高齢者           4戸 
身障者          3戸 
ファミリー        5戸 

｜

4F4F

3F  保育園 

2F 診療所 調剤薬局、テナント 

完成イメージ 

1F  ボランティアルーム カフェ、レストラン 
補助対象外 
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平成21年度高齢者居住安定化モデル事業 選定事業 

密集市街地における｢まちづくりエンアパートメント｣密集市街地における まちづくり ンア トメント｣
／社会福祉法人ヒューマンライツ福祉協会 

■事業実施箇所 大阪市西成区 

 大阪市の木造住宅密集市街地において、
社会福祉法人が地域福祉団体等とのネット
ワークを活かし、老朽住宅に居住する高齢
者の住み替え先としての｢しごと付き｣｢あそ者の住み替え先としての｢しごと付き｣｢あそ
び付き｣｢安心付き｣の高専賃、認知症高齢
者グループホーム等を整備する事業。 

まちづくりエンアパ トメントの３つの想いまちづくりエンアパートメントの３つの想い 
あなたに「居場所」を提案する住まい 

あなたの「エンパワーメント」を応援するアパート 
あなたも「やっていこう」を体感する住空間 

しごと付き あそび付き 

３つの仕掛け 

安心付き 

・高齢者だけでな
い多世代が居住 

・社会福祉法人
が責任を持って
運営

・孤立しがちな高
齢者に人との関
係性や関心縁か
ら新たな縁を創る
住 ま い づ く り の

・高齢化に伴い特
に一人暮らし高
齢者は役割の喪
失や減少を体感 

・高齢者の潜在能 運営 
・地域のまちづく
り 委 員 会 が サ
ポート 

住 ま い づ く り の
きっかけとして、
あそび場的機能
を設置 

・高齢者の潜在能
力を活かし、活
躍できる場として、
「しごと」に着目 
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高齢者 障害者 子育て世帯居住安定化推進事業

平成２３年度高齢者等居住安定化推進事業の公募概要 

高齢者・障害者・子育て世帯居住安定化推進事業

Ａ 一般部門 ～ 評価委員会による個別審査・評価 ～ （ｐ．４） 
 

・個々の提案内容について評価委員会により評価個々の提案内容について評価委員会により評価 

ハード・ソフトにおいて先導性の高い提案 
 

 ・先導性の高い高齢者・障害者・子育て世帯向け住まいの整備 
協働型居住の試み・協働型居住の試み 

 ・高齢者・障害者・子育て世帯の住まいに関する情報提供・相談 
 ・障害者世帯・子育て世帯の居住の安定確保に資する取り組み 

Ｂ 特定部門 評価委員会による包括評価Ｂ 特定部門 ～ 評価委員会による包括評価 ～ 
 

・個別内容について要件との適合を審査の上評価委員会に諮る 

Ｂ-1 ケア連携型バリアフリー改修体制整備事業 （ｐ．１８） 
 

ケアの専門家と設計者・施工者の連携体制により行われるバリアフリー改修及び体制整備 

Ｂ-2 公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化事業 （ｐ．２５） 
 

公的賃貸住宅団地の福祉拠点化に資する高齢者生活支援 障害者支援 子育て支援施設の整備公的賃貸住宅団地の福祉拠点化に資する高齢者生活支援・障害者支援・子育て支援施設の整備 

上記のほか、地方公共団体の認定等を受けている場合、事務局の個別審査による次の事業がある。 
 

・高齢者向け優良賃貸住宅と高齢者生活支援施設の一体的な整備事業 ＜経過措置＞ （ｐ ３３）

17 ※ サービス付き高齢者向け住宅整備事業については、別途公募予定。 

 高齢者向け優良賃貸住宅と高齢者生活支援施設の 体的な整備事業 ＜経過措置＞ （ｐ．３３） 
 ・地方公共団体の計画に位置付けられた高齢者生活支援施設等 （ｐ．２５） 

ケア連携型バリアフリー改修体制整備事業のイメージ 

＜事業イメージ＞ 

補助金交付 補助金交付申請 

＜事業イメ ジ＞

住宅改修グループ 
ケアの専門家と設計者・工務店等の連携体制が整備されること 

○研修、情報提供、普及啓発、アセスメント等 （補助率2/3（上限1,000万円／グループ・年）） 
○個々の住宅の改修 （補助率1/2（上限 200万円／戸））○個々の住宅の改修 （補助率1/2（上限   200万円／戸）） 

改修申込 
・ 

改修工事費等 

改修 
・ 

補助金 

改修申込 
・ 

改修工事費等 

改修 
・ 

補助金 

改修申込 
・ 

改修工事費等 

改修 
・ 

補助金 

・・・・・ ・・・・・ 

地域のケアの専門家※や設計者・工務店等により構成される団体・グループであって、次のいずれかに該当するもの 
［１］リハビリテーション機能を有する医療施設、介護保険施設を運営する医療法人等を構成メンバーとするグループ 
［ ］地方 共 体 認 設立された福祉 療 建築 関する 体※※が中心とな 設立するグ プ

＜住宅改修グループ＞ 

［２］地方公共団体の認可により設立された福祉、医療又は建築に関する団体※※が中心となって設立するグループ 
［３］地方公共団体が主体となって設立された協議会等の団体又は地方公共団体の推薦を受けたグループ 
  ※ ケアの専門家とは、医師、看護師、作業療法士、理学療法士   ※※ 公益法人、社会福祉協議会等 

＜住宅改修の対象となる住宅＞
次に掲げる者が居住する住宅 
［１］ 要介護認定、要支援認定又は障害等級認定を受けている者 
［２］ ［１］に準ずる者であって、身体に機能障害や機能低下があり、継続して移動等に困難を伴うと医師が認める者 

＜住宅改修の対象となる住宅＞ 
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ケア連携型バリアフリー改修体制整備事業のイメージ 

＜住宅改修グループ＞ 

 地域のケアの専門家※や設計者・工務店等により構成される団体・グループであって、
次のいずれかに該当するもの 

［１］ リハビリテーション機能を有する医療施設、介護保険施設を運営する医療法人等を
構成メンバーとするグループ構成メンバ とするグル プ

［２］ 地方公共団体の認可により設立された福祉、医療又は建築に関する団体※※が中
心となって設立するグループ 

［３］ 地方公共団体が主体となって設立された協議会等の団体又は地方公共団体の推
薦を受けたグループ 

 
※ ケアの専門家とは、医師、看護師、作業療法士、理学療法士 

※※ 公益法人、社会福祉協議会等の非営利団体 

留意点 団体・グループについては、ケア連携体制の整備が図られるよう広く関係者が参加する
ものを対象とします 
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ケア連携型バリアフリー改修体制整備事業のイメージ 

＜住宅改修の対象となる住宅＞＜住宅改修の対象となる住宅＞ 
次に掲げる者が居住する住宅 

［１］ 要介護認定 要支援認定又は障害等級認定を受けている者［１］ 要介護認定、要支援認定又は障害等級認定を受けている者 

［２］ ［１］に準ずる者であって、身体に機能障害や機能低下があり、継続して移動等に困
難を伴うと医師が認める者 

 
＜補助率等＞ 

［１］ ケア連携型バリアフリー改修の推進環境の整備費［１］ ケア連携型バリアフリ 改修の推進環境の整備費

補助率２／３、補助金の上限額1,000万円／グループ・年 

① 研修会の開催等研修事業に係る経費 

② ケアの専門家が行う訪問相談、改修プランへの助言、改修内容の評価に係る経費（ケアの
専門家に支払う謝金、旅費が対象で１件当たり６万円かつ１回当たり２万円を上限） 

③ 改修プランの作成費（住宅所有者が委託する調査設計費で１件当たり20万円を上限） 

④ 事業成果の情報提供・普及啓発に係る費用 

［２］ 住宅の改修工事費 

補助率１／２ 補助金の上限額200万円／戸補助率１／２、補助金の上限額200万円／戸

※ 介護保険等の給付対象額を除く。また、住宅エコポイントとの併用はできない。 
20 



提案者 評価委員会事務局 都道府県 市町村

提案から選定までの流れ（ケア連携型バリアフリー改修体制整備） 

提案者 評価委員会事務局 都道府県 市町村

（実施区域の決定） 
推薦依頼※ 

 
 

  
推薦 

提案申請書の提出 
 

情報の提供 
    

住宅部局 
        調整 

住宅部局 
        調整 原則２週間

以上経過
※ 提案グループの構成

 
 
 

 結果回答 

 
評価結果報告

福祉部局 福祉部局 
内容 確認※ 

以上経過
後は支障
なしと扱う 

が一定の場合以外は
地方公共団体の推薦
が必要 

※ 推薦主体は都道府県 
 
 
 

 
（国土交通省） 

事業の選定
※確認事項 
（次に該当すると判断したときは書面にて理由を回答）

※ 推薦主体は都道府県
も可 

 
 

交付申請 

事業の選定

選定通知書の発出 

補助事務事業者 

提案者（事業予定者）が、宅建業法、建設業法、
建築士法、介護保険法、医療法等の法令に基づく
行政処分の処分期間中である場合 

その他本事業遂行上特段の支障が生ずるおそれ
   交付決定 

   事業着手 

その他本事業遂行上特段の支障が生ずるおそれ
があると認める場合 

 

住宅 事業着手

    交付申請※ 

 

住宅
改修
工事 

※ 改修工事を実施する住宅が決定したら、交付申請

の変更を行い、改修工事を実施してください。（改
修住宅の決定を受け、交付申請を追加変更） 
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ケア連携型バリアフリー改修体制整備事業のイメージ ＜実施フロー＞ 

相談・受付提案者とその構成員 
選定通知受 相談・受付 

   訪問相談・事前評価 

ケアの専門家 

設計者 

構 員
選定通知受理 

共同事業者による規約の締結等

規約の締結 

施工業者 

共同事業者による規約の締結等

補助金の交付申請・交付決定

  改修プランの作成 
事業に参加する提案者（その
構成員）等に対して、事業を適
切に実施するために必要とな

補助金の交付申請 交付決定 

研修事業の実施 

  改修プランへの助言 

切に実施するために必要とな
る知識等を習得 

改修事業の実施 

補助金交付申請 

改修工事の実施

実施の成果・反省点を踏まえ、
次の事業に反映させるとともに、
広く情報提供することにより、

事業 体等 普

普及啓発事業の実施        
（事業成果を広く共有） 

改修工事の実施 

工事完了の確認 

他の事業主体等に普及

完了実績報告 

改修後の評価 
補助金の交付 
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ケア連携型バリアフリー改修体制整備事業の選定事例 

●神奈川県住まいのバリアフリーリフォーム支援事業（神奈川県内）●神奈川県住まいのバリアフリーリフォーム支援事業（神奈川県内） 

＜住宅改修グループ＞ ⇒ グループ要件の［2］に該当 
  建築及び福祉に関する２つの社団法人と３つの社会福祉協議会からなるグループ 

＜実施事業＞ 
  推進環境の整備（全て）、住宅の改修工事 

＜事業実施体制＞＜事業実施体制＞ 
 

(社)かながわ住まい・まちづくり協会 (社)かながわ福祉サービス振興会 

建築士（会員） 登録施工業者 研修・情報提供・普及啓発 

ケアの専門家 

訪問相談・助言 

改修プランの作成
鎌倉市社会福祉協議会 

茅ヶ崎市社会福祉協議会 

改修プランの作成 

住宅の改修 

逗子市社会福祉協議会 

資格者（理学療法士、看護師） 助言・評価 
23 

高齢者 障害者 子育て世帯居住安定化推進事業

平成２３年度高齢者等居住安定化推進事業の公募概要 

高齢者・障害者・子育て世帯居住安定化推進事業

Ａ 一般部門 ～ 評価委員会による個別審査・評価 ～ （ｐ．４） 
 

・個々の提案内容について評価委員会により評価個々の提案内容について評価委員会により評価 

ハード・ソフトにおいて先導性の高い提案 
 

 ・先導性の高い高齢者・障害者・子育て世帯向け住まいの整備 
協働型居住の試み・協働型居住の試み 

 ・高齢者・障害者・子育て世帯の住まいに関する情報提供・相談 
 ・障害者世帯・子育て世帯の居住の安定確保に資する取り組み 

Ｂ 特定部門 評価委員会による包括評価Ｂ 特定部門 ～ 評価委員会による包括評価 ～ 
 

・個別内容について要件との適合を審査の上評価委員会に諮る 

Ｂ-1 ケア連携型バリアフリー改修体制整備事業 （ｐ．１８） 
 

ケアの専門家と設計者・施工者の連携体制により行われるバリアフリー改修及び体制整備 

Ｂ-2 公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化事業 （ｐ．２５） 
 

公的賃貸住宅団地の福祉拠点化に資する高齢者生活支援 障害者支援 子育て支援施設の整備公的賃貸住宅団地の福祉拠点化に資する高齢者生活支援・障害者支援・子育て支援施設の整備 

上記のほか、地方公共団体の認定等を受けている場合、事務局の個別審査による次の事業がある。 
 

・高齢者向け優良賃貸住宅と高齢者生活支援施設の一体的な整備事業 ＜経過措置＞ （ｐ ３３）

24 ※ サービス付き高齢者向け住宅整備事業については、別途公募予定。 

 高齢者向け優良賃貸住宅と高齢者生活支援施設の 体的な整備事業 ＜経過措置＞ （ｐ．３３） 
 ・地方公共団体の計画に位置付けられた高齢者生活支援施設等 （ｐ．２５） 



公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化事業のイメージ 

＜要件＞ ＜補助率＞

余剰地 

 
○公的賃貸住宅団地内に高齢者生活支援施設等

又はグループホームを整備するものであること 
○地域住民（当該公的賃貸住宅団地居住者を含

○高齢者・障害者・子育て生活支援施設、 
  グループホーム、有料老人ホーム 

新築1/10（上限1 000万円／施設）

＜要件＞ ＜補助率＞ 

○地域住民（当該公的賃貸住宅団地居住者を含
む）に対して生活相談、介護予防等の取組又はグ
ループホームなど地域密着型のサービス提供を
行うものであること 

○当該公的賃貸住宅団地の管理者が推薦した者で

新築1/10（上限1,000万円／施設） 
改修1/3（上限1,000万円／施設） 

※ただし、高齢者居住安定確保計画等に位置づけら
れる高齢者・障害者・子育て生活支援施設につい

○当該公的賃貸住宅団地の管理者が推薦した者で
あること（住宅管理者自らが公募する場合を除く） 

※当該公的賃貸住宅団地の管理者は入居者募集上の配
慮、バリアフリー化等に努めること 

ては、補助率を45%／補助限度額を、原則として、
団地の戸数に60万円を乗じて得た額又は１億円
のいずれか少ない額とする 

○高齢者専用賃貸住宅

○高齢者専用賃貸住宅、有料老人ホームを合築・
併設する場合は新築・改修費にも補助 

○高齢者専用賃貸住宅 
新築1/10（上限 100万円／戸） 
改修1/3（上限 100万円／戸） 

＜オプション＞ 
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公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化事業のイメージ 

＜要件＞ 

○ 公的賃貸住宅団地内に高齢者生活支援施設等又はグループホームを整
備するものであること 

○ 地域住民（当該公的賃貸住宅団地居住者を含む）に対して生活相談、介
護予防等の取組又はグル プホ ムなど地域密着型のサ ビス提供を護予防等の取組又はグループホームなど地域密着型のサービス提供を
行うものであること 

○ 当該公的賃貸住宅団地の管理者が推薦した者であること（住宅管理者自○ 当該公的賃貸住宅団地の管理者が推薦した者であること（住宅管理者自
らが公募する場合を除く） 

※ 当該公的賃貸住宅団地の管理者は入居者募集上の配慮、バリアフリー化等に
努めること 

 

＜オプション＞ 

○ 高齢者専用賃貸住宅、有料老人ホームを合築・併設する場合は新築・改高齢者専用賃貸住 、有料 を合築 併設す 場合 新築 改
修費にも補助 
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